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世界経済フォーラムによって作成されている gender gap index ranking では、全体 135 ヶ国
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産・育児を最優先とする専業主婦は高度経済成長頃から急速に増加する。しかしながら、
女性の家庭内労働への強い義務感だけでは「M 字」とはならない。原因としてあげられる
のが、ポジティブ・アクション「女性の能力発揮促進のための企業の積極性」の取り組み
が一般的な場でなされていないことが上げられる。つまり日本での性別役割分担は日本社
会が生み出したものである。 
本研究の仮説として次の二つを実証する。一つ目は、ジェンダー問題は女性のエン
パワーメントだけではなく特質を活用することで解決することができる。二つ目は、
国内政策ではエンパワーメントが重視され、女性の特質を活かす方策が欠如している。
これらの実証方法として、日本国内で活躍する女性企業家の企業とその他既存の企業
が行う女性への企業内でのサービスや活動を分析する。例えば、日本又における実証
例を模索する。例として、日本ではアート引越センターの創業者である寺田千代乃氏
をピックアップしている。彼女はもともと運送業であった引越し業をサービス業とし
て消費者に提供したところ、企業名が日本全国に知れ渡る程の大企業となった。PRキ
ャラは知名度の高いキャラクターを起用、新居へは白い靴下を着用、荷造り・荷どき
の代行等のサービスは、寺田氏が女性であることによって主婦である女性を主とした
視点からのサービスである。従来日本では、引っ越しを行う際には主婦である女性が
中心となって行ってきた。よって論理内は主婦が顧客と考えられる。しかし、一般的
な男性主義型の企業がそれを無視したサービス提供を行ってきた。寺田氏の発想はそ
れを覆すものと言える。また、各企業が実施した女性に関する活動等が女性の視点・
能力を有して利益を上げたのかを検証する。 次に政府による政策・計画は企業にと
って大きな影響力を持つことから、2012 年から厚生労働省により実施されている行動
計画とジェンダー主流化を政策に取り入れる動きのある EU 諸国と日本の企業におけ
るジェンダー問題への政策の比較を行い、日本の実施する政策や行動計画がジェンダ
ー主流の点から不足していると考えられる点を明確にした。その結果、日本には女性
の特質を活かす場が存在し、女性ならではのアイデアにより利益を上げることが可能
であった。また、国内政策における女性の特質を活かす方策の欠如とともに現在の国
内政策における問題も明らかとなった。ジェンダー主流化を進める国との国際比較に
より、日本はジェンダー主流化の不足は勿論のこと定義の明確さが乏しい。もう一点
は国内行動計画や政策における法的拘束力の範囲が狭く、各企業の自助努力に留まる
ことが示された。 
 政策提言では、検証結果より次の三点を提案する。政府による「ジェンダー主流化」の
定義を明確なものとすること、企業におけるメンターやロールモデルの育成を継続し実施、
管理職員を対象とする法的拘束力を持った企業内クオータ制の導入である。また、今後の
課題として、今後日本独自のジェンダー主流化を如何に定義付けるかが問題となる。ジェ
ンダー主流化を進める EU 諸国においても各国によってジェンダー主流化の定義は異なり、
政策方針も異なることから、政策を実施するうえで国内のジェンダー主流化の定義を明確
化することは最も重要な課題となる。 
